
決議事項

開　催　日　時

開　催　場　所

議決権行使期限

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件

証券コード：3104

定時株主総会
招集ご通知第205回

東京都墨田区横網一丁目６番１号
国際ファッションセンタービル10階
（KFC Room101～103）

2025年6月27日（金曜日）
午前10時

2025年6月26日（木曜日）
午後5時30分まで
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証券コード：3104
2025年６月５日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋人形町一丁目18番12号
富士紡ホールディングス株式会社

取締役社長 井 上 雅 偉

第205回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第205回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサ

イトに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.fujibo.co.jp/ir/stock/stockholders/

また、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりま
すので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、ご確認くださ
いますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
※銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」の順に選択する
ことでご確認いただけます。

なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネットによって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえご返送いただくか、後記の「インターネットによる議
決権行使のお手続について」（３頁から４頁）をご参照のうえ、議案に対する賛否をご入力いた
だくか、いずれかの方法により、2025年６月26日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行
使していただきますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
1. 日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都墨田区横網一丁目６番１号

国際ファッションセンタービル10階（KFC Room101〜103）
※株主総会ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒、ご理解いただきますようお願い申し上げます。

3. 会議の目的事項
報告事項 1. 第205期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第205期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

4. 招集にあたっての決定事項
（1）ご返送いただいた議決権行使書用紙に、議案について賛否の表示がない場合は、賛成の意思

表示があったものとして取り扱わせていただきます。
（2）書面およびインターネットの双方で議決権を行使された場合は、インターネットによる議決

権行使を有効なものといたします。
（3）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後の議決権行使を有効

なものといたします。
以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎書面交付請求されていない株主様には、株主総会参考書類を併せてご送付しております。
◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令および当社定款の規定に基づき、次の事項を記載
しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査をした
書類の一部であります。
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。
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＜インターネットによる議決権行使のお手続について＞

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただ
きますようお願い申し上げます。
当日ご出席の場合は、書面（郵送）またはインターネットによる議決権行使のお手続はいずれ

も不要です。
記

1. 議決権行使サイトについて
（1）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから、当社の指定する

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ
実施可能です。（ただし、毎日午前２時30分から午前4時30分までは取扱いを休止します。）

（2）パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォ
ール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバ
ーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利
用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

（3）インターネットによる議決権行使は、2025年６月26日（木曜日）の午後５時30分まで受
け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデ
スクへお問い合わせください。

2. インターネットによる議決権行使方法について
（1）パソコンによる方法

・議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された
「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止
するため、「仮パスワード」は議決権行使サイト上で任意のパスワードへの変更が可能です。

・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知いたします。
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（2）スマートフォンによる方法
・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンにより読み取ること
で、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能です。
（「ログインID」および「仮パスワード」の入力は不要です。）
・スマートフォンの機種によりQRコードでのログインができない場合があります。
QRコードでのログインができない場合には、上記2.（1）パソコンによる方法にて議決権行
使を行ってください。
※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

3. 複数回にわたり行使された場合の議決権の取扱い
（1）書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネット

による議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
（2）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を

有効とさせていただきます。また、パソコンとスマートフォンで重複して議決権を行使され
た場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

4. 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株

主様のご負担となります。
以 上

システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00〜21:00、通話料無料）

【ご参考】
機関投資家の皆様につきましては、株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォ

ーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

2025年05月27日 03時22分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 5 ―

株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、経営環境およ

び業績等を総合的に勘案し、長期的に安定した配当を実施してまいりたいと考えております。
上記の方針に基づき、当期の期末配当につきましては、以下のとおり１株につき70円とい

たしたいと存じます。これにより、中間配当60円を加えました当期の年間配当は、１株につ
き130円となります。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金70円
総額794,028,690円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月30日
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第２号議案 取締役９名選任の件
取締役全員（９名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外取

締役４名を含む取締役９名の選任をお願いするものであります。
当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を目的として、委員の過半数を独立社外取締役で

構成する指名委員会を設置しております。取締役候補者については、指名委員会において、指
名方針と手続、原案等を審議のうえ、その答申に基づいて取締役会で決定しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候
補
者

番

号
氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１

いの うえ まさ ひで
井 上 雅 偉
（1964年４月16日生）

再任

1987年４月 当社入社
2015年８月 当社機能品事業開発部長
2017年１月 当社執行役員、フジボウテキスタイル㈱代表

取締役社長
2017年９月 当社執行役員、大阪支社長、フジボウテキス

タイル㈱代表取締役社長、フジボウトレーデ
ィング㈱代表取締役社長、アングル㈱代表取
締役社長

2018年１月 当社執行役員、機能品事業開発部長、フジボ
ウテキスタイル㈱代表取締役社長

2018年５月 当社執行役員、柳井化学工業㈱代表取締役社
長

2018年11月 当社執行役員、機能品事業開発部長、柳井化
学工業㈱代表取締役社長

2019年４月 当社執行役員、近未来商品開発統括部機能品
開発部長、柳井化学工業㈱代表取締役社長

2020年４月 当社執行役員、柳井化学工業㈱代表取締役社
長

2020年６月 当社取締役、上席執行役員、柳井化学工業㈱
代表取締役社長

2021年５月 当社取締役、上席執行役員
2022年６月 当社代表取締役社長、社長執行役員

現在に至る

13,313株

＜取締役候補者とした理由＞
井上雅偉氏は、当社の開発部門の責任者や事業子会社の代表取締役社長を務めたのち、2022年６月か
らは当社の代表取締役社長を務めております。当社グループの事業および会社経営に関する豊富な経験
と幅広い見識を有していることから、当社取締役としてふさわしい人物であると判断し、候補者といた
しました。
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候
補
者

番

号
氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

２

ひら の おさむ
平 野 治
（1960年12月９日生）

再任

1984年４月 当社入社
2010年11月 当社人財育成室長
2015年４月 当社総務人事部総務担当部長
2015年６月 当社総務部長
2017年４月 当社総務部長、人事部担当部長
2018年８月 当社執行役員、秘書室長
2022年６月 当社取締役、上席執行役員、秘書室長
2023年６月 当社代表取締役、常務執行役員、秘書室長

現在に至る
（現在の担当）
総務・人事担当
秘書室長

9,769株

＜取締役候補者とした理由＞
平野治氏は、当社の管理部門の責任者を務めるとともに、2023年６月からは当社の代表取締役を務め
ております。当社グループの事業および会社経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有していることか
ら、当社取締役としてふさわしい人物であると判断し、候補者といたしました。

３

さ さ き たつ や
佐 々 木 辰 也
（1964年５月８日生）

再任

1988年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行
2011年９月 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱

経営企画部長兼人事部長
2013年６月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀

行）プライベートバンキング部長（㈱三菱Ｕ
ＦＪフィナンシャル・グループ同部長兼務）

2015年５月 同行広報部長（㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ同部長兼務）

2018年６月 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱
常務執行役員、コンサルティング事業本部営
業本部長

2022年７月 当社経営企画部顧問
2022年10月 当社執行役員、財務経理担当部長
2023年６月 当社取締役、上席執行役員、財務経理部長
2024年６月 当社取締役、上席執行役員

現在に至る
（現在の担当）
経営企画・財務経理・ＩＲ・リスク管理担当

2,625株

＜取締役候補者とした理由＞
佐々木辰也氏は、金融機関において責任ある職歴を歩まれたのち、2023年６月からは当社の取締役を
務めております。当社グループの事業および会社経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有しているこ
とから、当社取締役としてふさわしい人物であると判断し、候補者といたしました。
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候
補
者

番

号
氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

４

もち づき よし み
望 月 吉 見

（1966年11月24日生）

再任

1989年４月 当社入社
2013年３月 フジボウ愛媛㈱壬生川工場長
2015年10月 同社取締役、常務執行役員
2017年５月 同社取締役、専務執行役員
2018年１月 同社取締役、副社長執行役員
2019年４月 同社代表取締役社長
2020年６月 当社執行役員、フジボウ愛媛㈱代表取締役社

長
2021年６月 当社取締役、上席執行役員、フジボウ愛媛㈱

代表取締役社長
現在に至る

（現在の担当）
研磨材事業統括
知的財産・施設担当

（重要な兼職の状況）
フジボウ愛媛㈱代表取締役社長

6,400株

＜取締役候補者とした理由＞
望月吉見氏は、当社の事業子会社の代表取締役社長を務めるとともに、2021年６月からは当社の取締
役を務めております。当社グループの事業および会社経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有してい
ることから、当社取締役としてふさわしい人物であると判断し、候補者といたしました。

５

と さか こう じ
戸 坂 浩 二
（1967年８月29日生）

新任

1990年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行
2015年10月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀

行）青葉台支店長
2018年４月 ㈱三菱ＵＦＪ銀行西葛西支店長
2019年11月 当社経営企画部特命部長
2020年５月 当社経営企画部特命部長、柳井化学工業㈱取

締役副社長執行役員
2021年５月 当社経営企画部特命部長、柳井化学工業㈱代

表取締役社長
2021年６月 当社執行役員、柳井化学工業㈱代表取締役社

長
現在に至る

（現在の担当）
化学工業品事業統括
環境安全推進担当

（重要な兼職の状況）
柳井化学工業㈱代表取締役社長

2,852株

＜取締役候補者とした理由＞
戸坂浩二氏は、金融機関において責任ある職歴を歩まれたのち、当社の事業子会社の代表取締役社長を
務めるとともに、2021年６月からは当社の執行役員を務めております。当社グループの事業および会
社経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社取締役としてふさわしい人物であ
ると判断し、候補者といたしました。
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候
補
者

番

号
氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

６

ルース・マリー・ジャーマン
（1966年５月30日生）

再任 社外 独立

1988年12月 ㈱リクルート入社
1992年６月 翻訳・通訳活動
2000年12月 ㈱スペースデザイン入社
2008年４月 同社取締役
2012年４月 ㈱ジャーマン・インターナショナル代表取締

役社長
現在に至る

2019年６月 当社社外取締役
現在に至る

2020年６月 ㈱KADOKAWA社外取締役
現在に至る

2024年３月 アース製薬㈱社外取締役
現在に至る

（重要な兼職の状況）
㈱ジャーマン・インターナショナル代表取締役社長
㈱KADOKAWA社外取締役
アース製薬㈱社外取締役

3,600株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
ルース・マリー・ジャーマン氏は、コンサルタントとして外国人顧客への営業戦略に関する豊富な知識
と経験を持たれており、その専門的な知見と女性の視点を当社の経営に活かしていただくため、候補者
といたしました。同氏には、経営陣から独立した立場で当社の経営を監督していただくことを期待して
おります。

７

こ ばやし ひさ し
小 林 久 志

（1954年11月12日生）

再任 社外 独立

1977年４月 大協石油㈱（現コスモ石油㈱）入社
2002年６月 コスモ石油㈱福岡支店長
2004年６月 同社大阪支店長
2006年６月 同社執行役員、販売統括部長
2008年６月 同社常務執行役員、販売統括部長
2010年６月 同社常務執行役員
2011年６月 同社取締役、常務執行役員
2014年６月 同社取締役、専務執行役員
2015年10月 コスモエネルギーホールディングス㈱設立に

より持株会社制に移行
コスモ石油㈱代表取締役社長

2020年６月 当社社外取締役
現在に至る

2,100株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
小林久志氏は、長年にわたり経営に携わった経験を持たれており、経営者としての豊富な経験と幅広い
見識を当社の経営に活かしていただくため、候補者といたしました。同氏には、経営陣から独立した立
場で当社の経営を監督していただくことを期待しております。
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候
補
者

番

号
氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

８

さ とう り え こ
佐 藤 梨 江 子
（1964年12月６日生）

再任 社外 独立

1990年４月 東京電力㈱（現東京電力ホールディングス
㈱）入社

2013年４月 同社執行役員、カスタマーサービス・カンパ
ニー・バイスプレジデント

2016年４月 東京電力エナジーパートナー㈱常務取締役
2017年６月 同社監査役
2022年６月 東京パワーテクノロジー㈱常任監査役

現在に至る
当社社外取締役
現在に至る

（重要な兼職の状況）
東京パワーテクノロジー㈱常任監査役

1,200株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
佐藤梨江子氏は、長年にわたり経営に携わった経験を持たれており、経営者としての豊富な経験と幅広
い見識および女性の視点を当社の経営に活かしていただくため、候補者といたしました。同氏には、経
営陣から独立した立場で当社の経営を監督していただくことを期待しております。

９

つぼ た たか ひろ
壷 田 貴 弘
（1957年５月15日生）

再任 社外 独立

1981年４月 岩田塗装機工業㈱（現アネスト岩田㈱）入社
2000年４月 アネスト岩田㈱塗装システム部長
2001年６月 同社取締役、塗装システム部長
2003年４月 同社取締役、塗装機器部長兼塗装システム部

長
2004年４月 同社取締役、塗装機部長
2008年４月 同社代表取締役社長
2014年４月 同社代表取締役、社長執行役員
2022年４月 同社取締役会長
2023年７月 同社相談役
2024年６月 当社社外取締役

現在に至る

400株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
壷田貴弘氏は、長年にわたり経営に携わった経験を持たれており、経営者としての豊富な経験と幅広い
見識を当社の経営に活かしていただくため、候補者といたしました。同氏には、経営陣から独立した立
場で当社の経営を監督していただくことを期待しております。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. ルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏は社外取締役候補者であ

ります。
3. 当社はルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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4. ルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏は、現在、当社の社外取
締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもってルース・マリー・ジャ
ーマン氏が６年、小林久志氏が５年、佐藤梨江子氏が３年、壷田貴弘氏が１年となります。

5. 当社は、定款において、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との間で任務を怠ったことに
よる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、ルース・マリー・ジャーマン、小林
久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏との間で法令が規定する額を限度とする責任限定契約を締結
しております。ルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏の再任が
承認された場合、当社は４氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

6. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、
被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を当該保険契約により填補することと
しております。各取締役候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当
該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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（ご参考）当社の取締役および監査役に求める知見や専門性（スキル・マトリックス）
氏 名 独立

役員 性別 企業経営
経営戦略

生産技術
安全・品質

営業・マー
ケティング

法務・リスク
マネジメント 国際性 財務・会計

取締役

井 上 雅 偉 男性 ● ● ●

平 野 治 男性 ● ●

佐々木 辰 也 男性 ● ● ● ●

望 月 吉 見 男性 ● ●

戸 坂 浩 二 男性 ● ● ● ● ●

ルース・マリー・ジャーマン ● 女性 ● ● ●

小 林 久 志 ● 男性 ● ● ● ●

佐 藤 梨江子 ● 女性 ● ● ●

壷 田 貴 弘 ● 男性 ● ● ● ●

監査役

野 口 篤 謙 男性 ● ● ●

岡 本 勝 彦 ● 男性 ● ● ●

大 塚 幸太郎 ● 男性 ●

藤 居 勝 也 ● 男性 ● ● ●

以 上
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事 業 報 告
（2024

2025
年
年
４
３
月
月

１
31

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当期のわが国経済は、企業収益の改善や個人消費の持ち直しが見られ、景気は緩やかな回復基
調となりました。しかしながら、米国新政権の関税政策変更、中東やウクライナに関連する地政
学リスク、さらには円安傾向が続いた為替や原材料価格の高騰に伴う物価上昇など、依然として
不透明な状況が続いています。
このような経営環境の下、当社グループは、2021年から2025年の５年間を計画期間とする

中期経営計画『増強21-25』の基本戦略として、「事業ポートフォリオの改革」と「各事業の増
強」に取り組んでいます。計画４年目となる当期においては、事業の柱である研磨材事業は、半
導体市場の緩やかな回復を背景に、特にＡＩ関連向け先端半導体の需要増加に支えられ増加基調
を維持しました。また、化学工業品事業では、一部の機能性材料が堅調に推移したことに加え、
電子材料を中心とした厳しい市況が底を打ち、回復傾向を示したため、全体として受注が増加し
ました。生活衣料事業は、国内での販売が減少傾向にあるものの、海外市場での需要が高まり、
海外向け衣料品の売上は堅調に推移しました。
この結果、当期の連結業績は、売上高は前年同期比6,804百万円（18.8％）増収の42,912百

万円、営業利益は3,658百万円（129.8％）増益の6,476百万円、経常利益は3,398百万円
（103.7％）増益の6,675百万円となりました。これに特別損益、法人税等を加減した結果、親
会社株主に帰属する当期純利益は、前年同期比2,359百万円（111.4％）増益の4,477百万円と
なりました。

以下、セグメント別に概況をご報告申し上げます。

① 研磨材事業
2023年前半に底を打った世界の半導体市場は、2024年に入り緩やかな回復が続いてい

ます。このような中、超精密加工用研磨材の半導体デバイス用途（ＣＭＰ）は、生成ＡＩの
普及によるＨＢＭなどのメモリや最先端ロジック向け半導体の需要の増加とそれに伴う一部
ユーザーの在庫水準の引き上げにより受注が増加しました。シリコンウエハー用途は、汎用
品用途の需要は弱いものの、先端品用途の需要は堅調で一定水準の売上を確保しました。ハ
ードディスク用途はデータセンター向けの需要が戻り、液晶ガラス用途では期後半からＴＶ
需要の増加によってパネルの消費も加速しており、受注も回復しました。
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この結果、売上高は前年同期比5,891百万円（43.9％）増収の19,307百万円となり、営
業利益は3,641百万円（334.8％）増益の4,729百万円となりました。

② 化学工業品事業
機能性材料、医薬中間体および農薬中間体などの受託製造は、農薬関連で世界的な在庫調

整が継続しているものの、半導体を含む電子材料市場の緩やかな拡大と在庫調整の一巡によ
り需要が回復し、受注が堅調に推移しました。また、新規製品への取り組みが奏功し、工場
の稼働は改善しました。
この結果、売上高は前年同期比955百万円（7.6％）増収の13,474百万円となり、営業利

益は328百万円（37.0％）増益の1,217百万円となりました。

③ 生活衣料事業
繊維素材は、物流費やエネルギーコストの高騰に加え、円安の影響を受けたことにより、

厳しい環境が続きました。繊維製品は、量販店の店舗減少や消費者の節約志向の高まりによ
り苦戦しました。一方、ネット販売では、ＳＮＳや検索広告などのＷｅｂマーケティングを
強化し、ネット専用製品を拡充することで、効果的な商品訴求を図りました。また、高品質
な日本製品が評価され、海外向け販売は好調に推移しました。しかし、円安の進行に伴う原
材料や資材の価格高騰が続いているため、利益面では粗利率が低下しました。
この結果、売上高は前年同期比14百万円（0.2％）増収の6,967百万円となり、営業利益

は195百万円（25.0％）減益の586百万円となりました。

④ その他の事業
化成品部門は、医療機器用部品およびデジタルカメラ用部品の受注が堅調となり、前年比

で増収となりました。金型部門は、自動車メーカーの品質不正問題、大手企業の経営統合の
動きやＥＶ化シフトの遅れにより、依然として不透明な状況が続いています。また、事務機
器用金型が開発案件の端境期にあることや、車載コネクタやスマートフォン向けホットラン
ナーの需要が低調であることから、厳しい状況が続きました。
この結果、売上高は前年同期比57百万円（1.8％）減収の3,162百万円となり、営業利益

は116百万円減益の57百万円の損失となりました。
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（2）対処すべき課題
当社グループは、2021年度から2025年度を計画期間とする中期経営計画『増強21-25』を

実行しています。本中期経営計画では、未来のありたい姿から導出した2025年像と現状の延長
線上の2025年像とのギャップを特定し、中期的に取り組む施策を着実に実施します。加えて事
業ポートフォリオの積極的な見直しと持続可能で儲かるビジネスへの転換を段階的に図ることに
より、“圧倒的なニッチナンバーワン企業” をめざします。計画期間５年間の前半３年を「高収
益体質への転換と種まき」ステージ、後半２年を「非連続的成長の実現」ステージと位置づけ、
収益機会の増加と提供価値の強化を施策の両輪として、『稼ぐ力』を強化いたします。同時にＤ
Ｘ（デジタルトランスフォーメーション）の継続・深化にも取り組み、各事業の成長基盤を連続
的・非連続的に「増強」していきます。さらに、社会の要請であるサステナブルな社会を創るた
めの施策、人材確保や働き方改革への取り組みもこれまで以上に進めてまいります。
主力の研磨材事業では、2025年の半導体市場は、世界的なＡＩ関連投資の盛り上がりを背景

に、最先端ロジック向け半導体やメモリ需要が一層拡大すると予測されています。特にＡＩ関連
では、データセンター向けの持続的な投資や、それに関連したデバイスの増加によって半導体の
需要が高まっており、当社においても半導体生産の集積地である台湾に研究開発施設の建設を着
実に進め、ユーザーからの要望にも迅速に応える体制を整えることで将来の売上拡大をめざして
います。一方で、ＥＶやスマートフォン向けの半導体需要は依然低調であり、各用途の動向は複
雑な状況にあります。これら市場の変動に対応するため、市場環境や成長に応じた生産体制の整
備に加え、米国新政権の関税政策の影響を見極めていく必要があります。
化学工業品事業では、化学業界全体の需要回復や半導体を中心とした電子材料市況の好転によ

り、受注が増加傾向にあります。機能性材料の需要拡大に対応するため、柳井工場と武生工場の
連携を強化し、2026年の稼働をめざした新プラントの建設も進行中です。
生活衣料事業では、円安の進展により物価水準が高止まりし、厳しい事業状況が続いていま

す。そのような中、繊維製品のうちＢ.Ｖ.Ｄ.製品は、ＥＣサイトやＳＮＳなどの多様なメディア
を活用し、認知度を高めることで商品の販売力を向上させる取り組みを行っています。また、ア
ングル製品は、好調な海外向けの販路拡大に取り組みます。
その他の事業では、化成品部門は、医療機器用途向けの更なる需要拡大に対応し、生産体制を

整えることで、重点３事業に続く第４の柱事業としての育成に向けた基盤整備を進めています。
金型部門は、当面厳しい状況が続きますが、2025年度後半から回復の見通しとなります。
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（3）設備投資等の状況
当期の設備投資額は6,145百万円で、主として研磨材事業における品質向上および研究開発等

ならびに化学工業品事業における生産能力増強および生産設備の更新等に係るものです。

（4）資金調達の状況
該当する事項はありません。

（5）財産および損益の状況の推移

区 分 第202期
2022年３月期

第203期
2023年３月期

第204期
2024年３月期

第205期
2025年３月期

（当連結会計年度）
売 上 高（百万円） 35,916 37,669 36,108 42,912

経 常 利 益（百万円） 6,045 5,041 3,276 6,675
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（百万円） 4,455 3,399 2,117 4,477

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 388円86銭 296円54銭 185円21銭 405円82銭

総 資 産（百万円） 58,531 61,368 62,512 66,608

純 資 産（百万円） 40,497 42,920 43,973 47,460

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,533円91銭 3,742円82銭 3,878円12銭 4,183円97銭

（注）「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を第205期の期首から適用しており、第204期に係る主要な経営指
標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会
計基準については第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）については第65−２項（2）ただし書
きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、第205期に係る主要な経営指標等について
は、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

（6）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
① 研磨材・不織布・合成皮革工業品の製造、加工、販売
② 各種化学工業品の製造、加工、販売
③ 各種繊維製品の製造、加工、販売
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（7）重要な子会社の状況（2025年３月31日現在）
会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

フ ジ ボ ウ 愛 媛 ㈱ 450百万円
％

100.0 超精密加工用研磨材および機能性不織布の製造・販
売

柳 井 化 学 工 業 ㈱ 300百万円 100.0 化学工業製品の受託製造
㈱ フ ジ ボ ウ ア パ レ ル 100百万円 100.0 「Ｂ.Ｖ.Ｄ.」ブランド等繊維製品の製造・販売
フジボウテキスタイル㈱ 300百万円 100.0 紡績糸、編物および機能性繊維等の製造・販売

台 湾 富 士 紡 精 密 材 料
股 份 有 限 公 司

700百万
新台湾ドル 100.0 超精密加工用研磨材の製造・販売

（注）1. 当社の連結子会社は上記の重要な子会社５社を含む11社であります。
2. 特定完全子会社に該当する子会社はありません。
3. 台湾富士紡精密材料股份有限公司への出資は、フジボウ愛媛㈱を通じての間接所有となっておりま

す。

（8）主要な事業所および工場（2025年３月31日現在）
会 社 名 事 業 所 お よ び 工 場

当 社 本社（東京都）、大阪支社（大阪府）

フ ジ ボ ウ 愛 媛 ㈱ 壬生川本社工場（愛媛県）、東京営業所（東京都）、小山工場（静岡県）、小坂
井工場（愛知県）、大分工場（大分県）

柳 井 化 学 工 業 ㈱ 柳井本社工場（山口県）、東京本社（東京都）、武生工場（福井県）

㈱ フ ジ ボ ウ ア パ レ ル 本社（東京都）、大阪営業所（大阪府）、札幌営業所（北海道）、ジンタナフジ
ボウコーポレーション（タイ国）

フジボウテキスタイル㈱ 本社（東京都）、大阪営業所（大阪府）、小坂井工場（愛知県）、和歌山工場
（和歌山県）、タイフジボウテキスタイル㈱（タイ国）

台 湾 富 士 紡 精 密 材 料
股 份 有 限 公 司 本社工場（台湾）
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（9）従業員の状況（2025年３月31日現在）
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

1,319名 20名増
（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員は含んでおりません。

（10）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

百万円
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 210
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 142
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 95

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 30,000,000株

（2）発行済株式の総数 11,354,000株

（3）株主数 5,569名

（4）大株主の状況
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,330,300 11.73
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 926,400 8.17
ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 708,938 6.25
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 533,500 4.70
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 500,000 4.41
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG（FE - AC） 482,599 4.25
ＣＧＭＬ ＰＢ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ / ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ 446,000 3.93
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 322,500 2.84
フ ジ ボ ウ 共 栄 会 291,200 2.57
BBH（LUX）FOR FIDELITY FUNDS - PACIFIC POOL 241,900 2.13

（注）持株比率は、自己株式（10,733株）を控除して計算しております。
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（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当社は、2019年６月27日開催の第199回定時株主総会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬

制度を導入いたしました。これを受けて、当社は、2024年６月27日開催の取締役会決議に基づ
き、取締役（社外取締役を除く）および執行役員に対して、譲渡制限付株式報酬として、2024
年７月23日付で自己株式を次のとおり交付しております。譲渡制限付株式報酬の内容は、後記
「4. 会社役員に関する事項 （4）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額 ②非金
銭報酬等の内容」および「同 ④取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針 イ．決定方針
の内容の概要」に記載のとおりです。

区 分 株 式 数 交付対象者数
取 締 役

（社 外 取 締 役 を 除 く） 2,640株 ５名

（注）上記のほか、取締役を兼務しない執行役員９名に対して2,380株を交付しております。

（6）その他株式に関する重要な事項
当社は、2025年１月31日開催の取締役会決議に基づき、2025年２月28日付で自己株式

366,000株を消却しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当する事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長
社長執行役員 井 上 雅 偉

代 表 取 締 役
専務執行役員 豊 岡 保 雄

生活衣料事業・近未来商品開発統括
お客様相談・広告宣伝担当
㈱フジボウアパレル代表取締役社長

代 表 取 締 役
常務執行役員 平 野 治 総務・人事担当

秘書室長

取 締 役
上席執行役員 望 月 吉 見

研磨材事業統括
知的財産・施設担当
フジボウ愛媛㈱代表取締役社長

取 締 役
上席執行役員 佐々木 辰 也 経営企画・財務経理・ＩＲ・リスク管理担当

取 締 役 ルース・マリー
・ジャーマン

㈱ジャーマン・インターナショナル代表取締役社長
㈱KADOKAWA社外取締役
アース製薬㈱社外取締役

取 締 役 小 林 久 志
取 締 役 佐 藤 梨江子 東京パワーテクノロジー㈱常任監査役
取 締 役 壷 田 貴 弘
常 勤 監 査 役 野 口 篤 謙
常 勤 監 査 役 岡 本 勝 彦
監 査 役 大 塚 幸太郎 中川・大塚法律事務所代表弁護士
監 査 役 藤 居 勝 也

（注）1. 取締役 ルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏は社外取締役で
あります。

2. 常勤監査役 岡本勝彦氏ならびに監査役 大塚幸太郎および藤居勝也の両氏は社外監査役であります。
3. 常勤監査役 野口篤謙および岡本勝彦の両氏ならびに監査役 藤居勝也氏は、以下のとおり、財務およ

び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・常勤監査役 野口篤謙氏は、当社財務・経理部門での業務経験を有しております。
・常勤監査役 岡本勝彦氏は、他社において財務・経理部門での業務経験を有しております。
・監査役 藤居勝也氏は、他社において財務・経理部門での業務経験を有しております。

4. 取締役 ルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の４氏ならびに常勤監
査役 岡本勝彦氏および監査役 大塚幸太郎および藤居勝也の両氏は、東京証券取引所の定めに基づく
独立役員であります。
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（ご参考）当社は、執行役員制度を導入しております。
取締役を兼務しない執行役員は、次のとおりであります。（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

常務執行役員 鈴 木 眞 コンプライアンス担当
内部監査室長、法務部長

常務執行役員 清 水 康 弘
化成品事業統括
近未来商品開発・快適商品開発担当
㈱IPM代表取締役会長

上席執行役員 岡 田 祐 明 人事部長
執 行 役 員 中 村 隆 夫 大阪支社長、人事担当部長

執 行 役 員 戸 坂 浩 二
化学工業品事業統括
環境安全推進担当
柳井化学工業㈱代表取締役社長

執 行 役 員 広 田 幸 史 研磨材事業営業統括
フジボウ愛媛㈱取締役副社長執行役員

執 行 役 員 鈴 木 基 文
化成品事業担当
近未来商品開発統括部長
フジケミ㈱代表取締役社長

執 行 役 員 武 田 秀 則 研磨材事業技術統括
フジボウ愛媛㈱取締役専務執行役員

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役 ルース・マリー・ジャーマン、小林久志、佐藤梨江子および壷田貴弘の

４氏ならびに社外監査役 大塚幸太郎および藤居勝也の両氏との間で、会社法第427条第１項の
規定に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結し、被保険者がその業務の遂行に伴う行為に起因して損害賠償請求された場合、損害賠償金お
よび訴訟費用等を当該保険契約により填補することとしております。ただし、被保険者の犯罪行
為や法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為等に起因する損害は填補されませ
ん。
当該保険契約の被保険者の範囲は、当社および子会社の取締役、監査役および執行役員であ

り、被保険者は保険料を負担しておりません。
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（4）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
① 取締役および監査役の報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

184
（26）

170
（26） ― 13

（―）
９

（４）
監 査 役

（うち社外監査役）
50

（30）
50

（30） ― ― ５
（４）

（注）1. 非金銭報酬等として取締役（社外取締役を除く）に対して株式報酬を支給しております。当該株式報
酬の内容およびその交付状況は上記「２．会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）（5）当
事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況」ならびに後記「②非金銭報酬等
の内容」および「④取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針 イ．決定方針の内容の概要」に
記載のとおりです。

2. 上記には、2024年６月27日開催の第204回定時株主総会終結の時をもって退任した社外監査役１名
が含まれております。

3. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

② 非金銭報酬等の内容
非金銭報酬等は、一定の譲渡制限期間および当社による無償取得事由等の定めに服する当

社普通株式（以下「譲渡制限付株式」または「株式報酬」という。）であり、2024年７月
23日付で、社外取締役を除く取締役５名に対して、譲渡制限期間を３年間として、自己株
式2,640株を割り当てております。当該株式報酬のその他の内容については、後記「④取締
役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針 イ．決定方針の内容の概要」に記載のとおりで
す。

③ 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の基本報酬（金銭報酬）の額は、2013年６月27日開催の第193回定時株主総会に

おいて年額300百万円以内（うち社外取締役年額30百万円以内）と決議しております（使
用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は
６名（うち社外取締役は１名）です。また、当該基本報酬（金銭報酬）とは別枠で、2019
年６月27日開催の第199回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する
株式報酬に関する報酬として支給する金銭報酬債権の総額を年額30百万円以内、株式数の
上限を年15,000株以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取
締役を除く）の員数は５名です。
監査役の基本報酬（金銭報酬）の額は、2013年６月27日開催の第193回定時株主総会に

おいて年額72百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数
は４名です。
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④ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
ア．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」という。）
について、2021年２月26日開催の取締役会において決議し、その後、同年６月29日
開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の決定の委任先の変更に係る改定を
行うことを決議いたしました。2021年２月26日開催の取締役会および同年６月29日
開催の取締役会には、独立社外取締役３名を含む取締役８名全員が出席しております。

イ．決定方針の内容の概要
決定方針の概要は、以下のとおりです。

１．基本方針
当社の取締役の報酬は、透明性、客観性を確保したうえで株主と価値共有を促進

し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を促す報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とす
る。
具体的には、取締役（社外取締役を除く）の報酬は、固定報酬としての基本報酬

（金銭報酬）および株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、
その職務に鑑み、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）のみを支払うこととする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（当該報酬等を与
える時期または条件の決定に関する方針を含む）
当社の取締役の基本報酬（金銭報酬）は、月例の固定報酬とし、2013年６月27日

開催の第193回定時株主総会の決議によって決定した年額300百万円以内（うち社外
取締役分30百万円以内）の限度額内において、基本報酬（金銭報酬）と株式報酬の
割合、個々の職責および実績、会社業績や経済情勢、他社動向、中長期業績や過去の
支給実績等を総合的に勘案して決定するものとする。

３．非金銭報酬等の内容および額もしくは数またはその算定方法の決定に関する方針
（当該報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

非金銭報酬等は、一定の譲渡制限期間および当社による無償取得事由等の定めに服
する当社普通株式（以下、譲渡制限付株式または株式報酬）とし、当社の企業価値の
持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役（社外取締役を除く）
と株主との一層の価値共有を進めることを目的として、各事業年度において一定の時
期に割り当てるものとする。
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当社は、取締役（社外取締役を除く）に対し、譲渡制限付株式に関する報酬とし
て、2019年６月27日開催の第199回定時株主総会の決議によって決定した年額30
百万円以内の範囲内で、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして
適切な水準の数の株式が割り当てられる額の金銭報酬債権を支給し、当該取締役は、
当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の
割当てを受けることとする。各事業年度において当該取締役に割り当てる譲渡制限付
株式の株式数は、総数15,000株を上限として、また、その払込金額は、その発行ま
たは処分に係る当社の取締役会の決議の日の前営業日における東京証券取引所におけ
る当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、直近取引日の終値）を
基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける当該取締役に特に有利な金額とはなら
ない範囲で、取締役会で決定するものとし、譲渡制限期間（以下、本譲渡制限期間）
は、割当てを受けた日から３年間から５年間までの間で、当社の企業価値の持続的な
向上を図るインセンティブとして適切な期間として当社の取締役会が定める期間とす
る。

４．金銭報酬の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合
の決定に関する方針
取締役（社外取締役を除く）の基本報酬（金銭報酬）および株式報酬（非金銭報酬

等）の種類別の報酬割合については、過度なインセンティブとならないように配慮
し、基本報酬（金銭報酬）に多くの比重を置いて設定することとする。
なお、取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬（金銭報酬）および非金銭

報酬等としての株式報酬から構成され、業績連動報酬等を含まず、また、社外取締役
の報酬は、基本報酬（金銭報酬）のみである。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項（取締役の個人別の報
酬等の内容の決定の委任に関する事項を含む）
取締役の個人別の報酬等のうち、基本報酬（金銭報酬）の額については、取締役会

決議に基づき、取締役会の下に設置する報酬委員会がその決定について委任を受ける
ものとする。当該委任を受けた決定権限が報酬委員会によって適切に行使されるよ
う、報酬委員会は、委員の過半数が独立社外取締役で構成されるものとする。
また、取締役（社外取締役を除く）の株式報酬の内容の決定については、報酬委員

会の答申を踏まえ、取締役会の決議により、取締役の個人別の金銭報酬債権の額およ
び割当株式数を決定する。
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６．以上のほか、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する重要な事項
株式報酬について、当社は、取締役（社外取締役を除く）にとって、当社の企業価

値の持続的な向上を図るインセンティブとして適切なものとなるよう、譲渡制限付株
式の割当てを受けた取締役が、本譲渡制限期間が満了する前に当社または当社の子会
社の取締役、執行役員または使用人のいずれの地位からも退任または退職した場合そ
の他当社の株式報酬規程に別途定める場合には、当該退任または退職が死亡、任期満
了、定年または当社の取締役会が正当と認めた理由による場合その他当社の株式報酬
規程に別途定める場合を除き、譲渡制限付株式を当然に無償で取得する。

ウ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締
役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、基本報酬（金銭報酬）について

は、決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っている報酬委員会が決定している
ことを確認しているため、また、株式報酬については、決定方針との整合性を含めた多
角的な検討を行っている報酬委員会に原案を諮問し答申を得ており、取締役会は、基本
的にその答申を尊重しているため、取締役の個人別の報酬等の内容はいずれも決定方針
に沿うものであると判断しております。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
基本報酬（金銭報酬）について、2024年６月27日開催の取締役会にて報酬委員会に、取

締役の個人別の報酬の具体的な額の決定を委任する旨の決議をしております。当該権限が報
酬委員会によって適切に行使されるよう、報酬委員会は、取締役会の決議によって選定され
た委員３名以上で構成し、その過半数は独立社外取締役としており、具体的には、委員長と
して井上雅偉氏（代表取締役社長）、委員として豊岡保雄氏（代表取締役）、ルース・マリ
ー・ジャーマン氏（独立社外取締役）、小林久志氏（独立社外取締役）、佐藤梨江子氏（独立
社外取締役）および壷田貴弘氏（独立社外取締役）により構成されております。この権限を
委任した理由は、取締役の報酬等の決定に関する手続の公正性・透明性・客観性を確保する
ためには、上記のとおり独立性の高い構成となっている報酬委員会が適しているからであり
ます。
なお、取締役（社外取締役を除く）の株式報酬の内容の決定については、報酬委員会の答

申を得て、取締役会の決議により、取締役の個人別の金銭報酬債権の額および割当株式数を
決定しております。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
区 分 氏 名 兼 職 先 兼職の内容 関 係

社 外 取 締 役 ルース・マリー
・ジャーマン

㈱ジャーマン・
インターナショナル 代表取締役社長 該当する事項はありません。

㈱KADOKAWA 社 外 取 締 役 該当する事項はありません。

アース製薬㈱ 社 外 取 締 役 該当する事項はありません。

社 外 取 締 役 佐 藤 梨江子 東京パワー
テクノロジー㈱ 常 任 監 査 役 該当する事項はありません。

社 外 監 査 役 大 塚 幸太郎 中川・大塚
法律事務所 代 表 弁 護 士 該当する事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 ルース・マリー
・ジャーマン

2024年度の取締役会には、13回中13回出席し、適時適切な意見を述べて
います。また、指名委員会および報酬委員会の委員として、独立した立場
から経営陣の監督に努めております。

社 外 取 締 役 小 林 久 志
2024年度の取締役会には、13回中13回出席し、適時適切な意見を述べて
います。また、指名委員会および報酬委員会の委員として、独立した立場
から経営陣の監督に努めております。

社 外 取 締 役 佐 藤 梨江子
2024年度の取締役会には、13回中13回出席し、適時適切な意見を述べて
います。また、指名委員会および報酬委員会の委員として、独立した立場
から経営陣の監督に努めております。

社 外 取 締 役 壷 田 貴 弘
2024年度の取締役会には、就任後の10回中10回出席し、適時適切な意見
を述べています。また、指名委員会および報酬委員会の委員として、独立
した立場から経営陣の監督に努めております。

社 外 監 査 役 岡 本 勝 彦
2024年度の取締役会には、就任後の10回中10回出席し、適時適切な意見
を述べています。同年度の監査役会には、就任後の10回中10回出席し、監
査に関する重要事項の協議等を行っています。

社 外 監 査 役 大 塚 幸太郎
2024年度の取締役会には、13回中13回出席し、適時適切な意見を述べて
います。同年度の監査役会には、13回中13回出席し、監査に関する重要事
項の協議等を行っています。

社 外 監 査 役 藤 居 勝 也
2024年度の取締役会には、13回中13回出席し、適時適切な意見を述べて
います。同年度の監査役会には、13回中13回出席し、監査に関する重要事
項の協議等を行っています。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）責任限定契約の内容の概要
該当する事項はありません。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 55百万円
② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 55百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記①
の額はこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監
査人の監査計画、監査の実施状況および報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等について同意を行っております。

3. 当社の重要な子会社のうち、台湾富士紡精密材料股份有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法人
の監査を受けております。

（4）非監査業務の内容
該当する事項はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合

には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、
当該議案を株主総会に提出いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、かつ改善

の見込みがないと判断した場合には、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におい
て、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報告いたします。
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6. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制

（1）当社の取締役ならびに使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制
① 当社役員ならびに従業員は、コンプライアンスの強化を経営の重要課題と認識し、健全経
営による持続的発展をめざしつつ、企業価値を高めることでお客様、従業員、取引先、株
主、投資家等ステークホルダーおよび社会から信頼されるよう、全社的な推進基盤として
「富士紡グループ行動憲章」を制定し、法令遵守はもとより、社会規範・企業倫理を守り、
社内規則に則った運営を行います。

② コンプライアンス委員会を設置し、継続的な研修などを通じて全社的な法令遵守体制の確
立と統括を図ります。

③ 違反行為については再発防止の措置と適正な処分を行います。また、内部牽制制度や社内
外のルートによる企業倫理ホットライン制度を設け、問題の未然防止やその早期発見と適切
な対応を行います。

④ 経営諸活動の遂行状況を公正かつ独立の立場で監査し、経営目標の効果的な達成に寄与す
ることを目的として、内部監査室を設置します。

⑤ 反社会的勢力とは一切の関係を遮断することを基本方針とし、不当要求に対しては、毅然
とした態度で臨みます。

（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、法令および文書取扱規程ほか社内規則に基づき、

その保存媒体に応じ適切に記録・保存・管理します。

（3）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、リスク管理を経営戦略の重要事項と位置づけ、リスク運営規則等の基本方針を定
めて業務運営で発生する各種リスクを正しく認識し、適切に管理することにより経営の健全
性と安定収益の確保を図ります。

② 当社は、会社全体のリスク管理状況を把握・管理する体制を構築するため、専門部署とし
てリスク管理委員会を設置しリスクマネジメントを実施します。

（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、取締役会および経営会議を定期的に開催し、方針決定過程の透明性を高めるとと
もに、執行役員制度の機能を進め、経営効率の向上と意思決定の迅速化を図ります。

② 当社は、当社グループの企業価値向上に向けた目標と施策を定めた、中期経営計画および
年度利益計画を策定し、取締役等と従業員の意思統一を図ります。
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（5）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 上記（1）、（3）および（4）の内部統制システムの推進体制を企業集団で共有するととも
に、子会社の業務執行は、関係会社運営規則に基づく、当社への決裁・報告制度により適切
な経営管理を行います。

② 主要な子会社については当社常勤監査役が監査役に就任して監査を行い、業務の適正を確
保します。

（6）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項
現在、監査役の職務の補助は経営企画部員が行っていますが、監査役が必要とした場合、監査

役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととします。

（7）前号の使用人の取締役からの独立性および監査役による当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項
前号の監査役スタッフの任命、異動および考課については監査役の意見を尊重し、当該従業員

は専ら監査役の指揮命令に従うものとします。

（8）当社および子会社の取締役、監査役および使用人が、当社の監査役に報告をするための体制
その他の監査役への報告に関する体制
① 監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、職務執行に必要と判断した事項
について、随時、当社および子会社の取締役、監査役および従業員に報告を求めることがで
きます。

② 当社および子会社の取締役、監査役および従業員は、重大な法令違反や会社に著しい損害
を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い直ちに監査役に報告し
ます。これらの者から報告を受けた者も遅滞なく監査役に報告します。

③ 当社は上記②に従い監査役への報告を行った当社および子会社の取締役、監査役および従
業員に対して、不利益な取扱いを行うことを禁じます。

（9）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するための予算を計上するほか、監

査役から必要な前払い等の請求があった場合には、速やかに当該費用または債務を支払うものと
します。

（10）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタントそ

の他外部専門家を独自に起用することができます。
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当社の上記「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制」の運用状況の概要は次のとおりであります。
① 内部統制システム全般

当社では、内部監査室による当社グループの業務監査、内部統制システムの整備・運用状
況の監査および経営企画部による子会社の業務運営状況の確認を通じて、内部統制システム
全般の評価および改善を実施しています。
また、財務報告に係る内部統制の有効性については、内部監査室と会計監査人が連携し、

実効性ある統制の整備・推進、統制活動のモニタリングを実施しています。
② コンプライアンス体制

当社は、「コンプライアンス規則」に基づき、取締役会により任命される役員を委員長と
するコンプライアンス委員会を当事業年度において２回開催しました。コンプライアンス委
員会では、コンプライアンス・プログラムに基づく施策の推進状況、ならびにコンプライア
ンス違反事案および内部通報事案についての協議などを行っております。
コンプライアンス・プログラムでは「富士紡グループ行動憲章」や、各種法令遵守の重要

性、企業倫理ホットラインの周知などにより実効性向上に努めています。
③ リスク管理体制

当社は、「リスク運営規則」および「リスク管理委員会運営手続」に基づき、代表取締役
を含むリスク管理委員会を当事業年度において２回開催しました。リスク管理委員会では、
リスク管理・運営に係る方針およびリスク管理態勢整備に関する重要事項、顕在・潜在リス
クの情報収集、評価および対応策について協議を行いました。

④ グループガバナンス体制
当社は、「関係会社運営規則」および「関係会社運営承認基準」において、当社グループ

各社の重要事項については、当社による承認または当社への報告を必要とする基準を定め、
関係会社の経営を効率的に管理する体制を整備しています。また、当事業年度は当社グルー
プの全幹部社員を対象とした「グループ経営方針説明会」を２回開催し、当社グループの戦
略・政策方針の共有化を図っています。

⑤ 監査役の監査体制
当社の監査役会は、社外監査役３名を含む監査役４名で構成されています。監査役会は当

事業年度において13回開催され、監査役全員による取締役会への出席、取締役・従業員か
らのヒアリングならびに常勤監査役による経営会議その他重要会議への出席などを通じて取
締役の職務の執行の監査、内部統制システムの整備および運用状況の確認を行いました。ま
た、代表取締役社長との定期的な意見交換、社外取締役、会計監査人および内部監査室との
連携などにより監査の実効性向上を図っています。
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7. 株式会社の支配に関する基本方針
（1）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社は、上場会社である以上、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的
には当社の株主の皆様全体の意思に基づいて行われるべきであると考えております。また、当社
は、当社株式の大規模買付であっても、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資す
るものであれば、受け入れる余地もあり得ると考えております。
しかし、株式の大規模買付の中には、対象会社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資さな

いものも少なくありません。また、外部者である買収者が大規模買付を行う場合に、株主の皆様
が最善の選択を行うためには、買収者の情報を把握したうえで、大規模買付が当社の企業価値や
株主の皆様の共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、そのような情報が明らかにされな
いまま大規模買付が行われると、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益が害される可能性が
あります。
当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値を継続的かつ持

続的に向上させる者でなければならず、上記のような当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益
に資さない大規模買付を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適
切であると考えます。当社は、このような者による大規模買付に対しては、当社の企業価値ひい
ては株主の皆様の共同の利益を守る必要があると考えます。

（2）基本方針の実現に資する取組みの内容の概要
① 企業価値向上のための取組み

当社は、企業価値の向上に向けた取組みとして、2021年度を初年度とし2025年度を最
終年度とする、５か年の中期経営計画『増強21-25』を策定しております。本中期経営計画
では、未来のありたい姿から導出した2025年像と現状の延長線上の2025年像とのギャッ
プを埋めるべく、中期的に取り組む施策を着実に実施し、事業ポートフォリオの積極的な見
直しと持続可能で儲かるビジネスへの転換を図ることにより、“圧倒的なニッチナンバーワ
ン企業” をめざします。
これまで行ってきた中期経営計画「変身06-10」-「突破11-13」-「邁進14-16」-「加速

17-20」で築いてきた高収益体質改善をさらに進め、高成長・高収益な事業領域への特化・
進出による収益機会の “増” 加とソリューション提供型の “高度受託ビジネス” 化による提
供価値の “強” 化で稼ぐ力を “増強” し、その下支えとなる業務プロセスをDX（デジタル
トランスフォーメーション）の継続・深化によって革新することにより、各事業の成長基盤
を「増強」させてまいります。
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② コーポレート・ガバナンスについて
当社は、取締役９名中４名が、当社が独自に定める独立性基準を満たす社外取締役（独立

社外取締役）であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。そのため、独立社外取締役が取締役総数の３分の１以上を占め、独立性の
高い取締役会により経営監督機能が発揮される体制となっております。また、各取締役の経
営責任を明確にするため、当社の取締役の任期は１年間としております。
監査役会は、経営の公正性・健全性・透明性をより高めるため、社外監査役３名を含む４

名の監査役で構成されており、社外監査役は、専門的かつ客観的、第三者的立場から監査し
ております。

（3）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ
とを防止するための取組み
当社は、当社株式の大規模買付を行おうとする者に対しては、金融商品取引法、会社法および

その他関連法令に従い、大規模買付行為の是非を株主の皆様に適切に判断いただくための必要か
つ十分な情報の開示を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示するとともに、株主の皆様に
ご検討いただくために必要な時間の確保に努めるなど、適切な措置を講じてまいります。

（4）上記（2）および（3）の取組みについての当社取締役会の判断
上記（2）および（3）の取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるための

ものであるため、上記（1）の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうも
のではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（百万円未満切捨）
百万円 百万円

（資 産 の 部） 66,608 （負 債 の 部） 19,148
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

25,052
8,065
214
533

9,823
1,031
2,558
1,830
1,000

△7
41,556
36,776
12,080
6,989

15,068
60

1,251
1,325
1,073
862
211

3,705
2,923
319
462

流 動 負 債 12,499
支払手形及び買掛金 4,772
電 子 記 録 債 務 1,276
短 期 借 入 金 321
リ ー ス 債 務 44
未 払 法 人 税 等 1,863
契 約 負 債 128
賞 与 引 当 金 815
そ の 他 3,276

固 定 負 債 6,649
長 期 借 入 金 150
リ ー ス 債 務 46
繰 延 税 金 負 債 995
再評価に係る繰延税金負債 744
退職給付に係る負債 4,088
資 産 除 去 債 務 523
そ の 他 100

（純 資 産 の 部） 47,460
株 主 資 本 43,765
資 本 金 6,673
資 本 剰 余 金 1,273
利 益 剰 余 金 35,846
自 己 株 式 △28

その他の包括利益累計額 3,694
その他有価証券評価差額金 1,329
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △5
土 地 再 評 価 差 額 金 1,505
為 替 換 算 調 整 勘 定 936
退職給付に係る調整累計額 △71

非 支 配 株 主 持 分 0
資 産 合 計 66,608 負 債 及 び 純 資 産 合 計 66,608
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連 結 損 益 計 算 書
（自

至
2024
2025

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（百万円未満切捨）
百万円

売 上 高 42,912
売 上 原 価 28,028
売 上 総 利 益 14,884
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,407
営 業 利 益 6,476
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 89
雑 収 益 360 449

営 業 外 費 用
支 払 利 息 20
雑 損 失 230 250

経 常 利 益 6,675
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 208 214

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 109
減 損 損 失 141 251

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,638
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,208
法 人 税 等 調 整 額 △47 2,161
当 期 純 利 益 4,477
非支配株主に帰属する当期純利益 0
親会社株主に帰属する当期純利益 4,477
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連結株主資本等変動計算書
（自

至
2024
2025

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（百万円未満切捨）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 6,673 2,213 32,684 △1,002 40,569
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,304 △1,304
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,477 4,477

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 11 13 25
自 己 株 式 の 消 却 △962 962 ―
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 10 △10 ―

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― △940 3,162 973 3,195
当 期 末 残 高 6,673 1,273 35,846 △28 43,765

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株主持分

純資産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 1,204 △4 1,527 742 △67 3,403 0 43,973
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,304
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,477

自 己 株 式 の 取 得 △2
自 己 株 式 の 処 分 25
自 己 株 式 の 消 却 ―
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 ―

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額） 124 △1 △21 193 △4 290 0 290

当 期 変 動 額 合 計 124 △1 △21 193 △4 290 0 3,486
当 期 末 残 高 1,329 △5 1,505 936 △71 3,694 0 47,460
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（百万円未満切捨）
百万円 百万円

（資 産 の 部） 33,010 （負 債 の 部） 7,346
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資 等

8,911
5,596
451
22
18

2,523
305
△7

24,099
3,768
240

6
26
0

42
3,411

40
144
120
16
8

20,185
2,568

10,175
4

6,661
22

500
251

流 動 負 債 3,205
電 子 記 録 債 務 401
短 期 借 入 金 60
リ ー ス 債 務 34
未 払 金 60
未 払 費 用 223
未 払 法 人 税 等 63
預 り 金 2,130
前 受 収 益 7
賞 与 引 当 金 110
そ の 他 の 流 動 負 債 113

固 定 負 債 4,140
長 期 借 入 金 150
リ ー ス 債 務 29
再評価に係る繰延税金負債 744
退 職 給 付 引 当 金 2,953
資 産 除 去 債 務 209
そ の 他 の 固 定 負 債 53

（純 資 産 の 部） 25,663
株 主 資 本 22,951
資 本 金 6,673
資 本 剰 余 金 1,273
資 本 準 備 金 1,273
利 益 剰 余 金 15,032
利 益 準 備 金 394
そ の 他 利 益 剰 余 金 14,637

繰 越 利 益 剰 余 金 14,637
自 己 株 式 △28
評価・換算差額等 2,712
その他有価証券評価差額金 1,206
土 地 再 評 価差額金 1,505

資 産 合 計 33,010 負 債 及 び 純 資 産 合 計 33,010
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損 益 計 算 書
（自

至
2024
2025

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（百万円未満切捨）
百万円

営 業 収 益 4,348
営 業 費 用 3,224
営 業 利 益 1,123
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 144
雑 収 益 136 281

営 業 外 費 用
支 払 利 息 13
雑 損 失 117 130

経 常 利 益 1,273
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 205 205

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 1,478
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 20
法 人 税 等 調 整 額 10 30
当 期 純 利 益 1,448
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株主資本等変動計算書
（自

至
2024
2025

年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（百万円未満切捨）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 6,673 1,273 940 2,213 394 14,504 14,898 △1,002 22,784
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,304 △1,304 △1,304
当 期 純 利 益 1,448 1,448 1,448
自己株式の取得 △2 △2
自己株式の処分 11 11 13 25
自己株式の消却 △962 △962 962 ―
利益剰余金から
資本剰余金への振替 10 10 △10 △10 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △940 △940 ― 133 133 973 167
当 期 末 残 高 6,673 1,273 ― 1,273 394 14,637 15,032 △28 22,951

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 1,071 △4 1,527 2,594 25,378
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,304
当 期 純 利 益 1,448
自己株式の取得 △2
自己株式の処分 25
自己株式の消却 ―
利益剰余金から
資本剰余金への振替 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 135 4 △21 118 118

当 期 変 動 額 合 計 135 4 △21 118 285
当 期 末 残 高 1,206 ― 1,505 2,712 25,663
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月13日

富士紡ホールディングス株式会社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 磯 貝 剛
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 宅 孝 典

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、富士紡ホールディングス株式会社の2024年４月

１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、富士紡ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月13日

富士紡ホールディングス株式会社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 磯 貝 剛
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 宅 孝 典

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、富士紡ホールディングス株式会社の2024

年４月１日から2025年３月31日までの第205期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第205期事業年度における

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び各事業子会社の主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び内部監査部門等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロ
の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に
ついて検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったもの
であり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位
の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2025年５月14日
富士紡ホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役 野 口 篤 謙 ㊞
常勤社外監査役 岡 本 勝 彦 ㊞
社外監査役 大 塚 幸太郎 ㊞
社外監査役 藤 居 勝 也 ㊞

以 上
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隅
田
川

同愛記念
病院 安田学園

蔵前橋通り

至 蔵前

横網町公園

国際ファッションセンタービル
KFC Hall & Rooms/第一ホテル両国 「両国駅」

A1出口

都営大江戸線
両国駅

至 

錦
糸
町清

澄
通
り

至 清澄白河

江戸東京博物館

日大
一中・一高

両国中学校

旧
安
田
庭
園

東京水辺ライン
乗り場

両国国技館

西口

首
都
高
速
6号

線

至 

秋
葉
原 JR両国駅 JR中央・総武線

東口

京葉道路

ユニバーサルデザイン（UD）の
考えに基づいた見やすいデザイン
の文字を採用しています。

株主総会会場ご案内略図
国際ファッションセンタービル10階

（KFC Room101〜103）
東京都墨田区横網一丁目６番１号
電話（03)5610−5801(代表)

＜最寄駅＞ 地下鉄（大江戸線） 両国駅Ａ１出口より徒歩０分。
ＪＲ（中央・総武線）両国駅
東口改札より
改札を出て左折。線路沿い直進し、突き当たり（清澄通り）を左折。

徒歩６分。
西口改札より
両国国技館・江戸東京博物館の間の歩行者用道路に沿って徒歩７分。

※株主総会ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
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